在宅酸素療法機器（新規分）賃貸借契約書（案）
広域紋別病院企業団（以下「甲」という。）と　　　　　　（以下「乙」という。）とは、在宅酸素療法機器（新規分）の賃貸借について次のとおり契約する。

（総　則）

第１条　乙は、在宅酸素療法機器（新規分）（以下「医療機器」という。）を甲の患者（以下｢使用者｣という。）の使用に供し、安全に取り扱うことができるよう適正な操作方法等について指導、助言するとともに、医療機器が正常な状態で作動するよう定期的な保守点検等を行うものとする。

（賃貸借物件及び賃貸借料）

第２条　乙は、次のとおり医療機器を甲に賃貸し、甲はこれを賃借する。

（１）医療機器名　規格及び賃貸借料

	機　　器
	月額

	在宅酸素療法機器１セット
	円
（うち消費税等　　　　　円）


　
（２）契約期間　令和７年７月１日から令和８年３月３１日まで

ただし、契約を締結した日の属する年度の翌年度以降の歳入歳出予算において、この契約に係る金額について、減額又は削除があった場合には、この契約を解除することができる。この場合において、乙は、解除により生じた損額の賠償を請求することができない。
（３）賃貸借の日数が１ヶ月の日数に満たない場合であっても、１ヶ月分の賃貸借料を支払うこととする。

（権利又は義務の譲渡等）

第３条　乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。

（医療機器の設置（回収）及び引渡等）

第４条　乙は、甲の担当者の確認を受けた後、甲の担当者が作成する「在宅酸素療法機器設置（回収）指示書」（別紙１）により、医療機器を搬入・設置（回収）し、試運転し、使用者に操作方法及び取扱方法、緊急時の連絡先等の説明を行い、引渡をするものとする。

２　乙は、引渡完了後、その旨「引渡完了通知書」（別紙２）により甲の担当者に通知するものとする。

（費用の負担）

第５条　医療機器の搬入、移動及び搬出に要する費用及び消耗品は、乙の負担とする。

（医療機器への掲示）

第６条　乙は、医療機器名、操作方法及び取扱方法の詳細、緊急時の連絡先、緊急連絡方法などを医療機器に掲示するものとする。

（保守点検等）

第７条　乙は、使用者が常時正常な状態で医療機器を使用できるよう、万全の保守点検等を行うものとする。

２　乙は、甲の担当者より医療機器の故障等の連絡を受けたときは、速やかに技術員の派遣等必要な措置を行うものとする

３　乙は、医療機器の引渡完了後、その翌月から毎月１回、定期点検を行うものとする。

４　乙は、医療機器の定期点検、臨時点検及び保守を行ったときは、その都度「定期（臨時）点検完了報告書」（別紙３）を甲に提出するものとする。

５　乙は、緊急時の対応として夜間、休日、祝祭日にかかわらず、常時２４時間保守点検体制を実施するものとする。

（再委託の禁止）

第８条　乙は、前条に規定する保守点検等の業務の全部又は一部の処理を第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。

ただし、あらかじめ書面により甲の承認を得た場合は、この限りではない。

（医療機器に対する損害賠償）

第９条　乙は、甲及び使用者が故意又は重大な過失により医療機器に損害を与えたときは、甲に対してその賠償を請求することができる。

（身分証明書の携帯等）

第１０条　乙は、従業員を使用者の居所に立ち入らせるときは、従業員に必ず身分証明書を携帯させ、立ち入りに当たっては、甲の担当者の同意を得るものとする。

２　乙は、前項の立ち入りその他により知り得た甲及び使用者の業務上の秘密を第三者に漏らし、又はその他の目的に使用してはならない。

３　乙は、従業員が第１項の立ち入りその他により知り得た甲及び使用者の業務上の秘密を第三者に漏らし、又はその他の目的に使用しないよう指導管理しなければならない。

（賃借料の請求及び支払）

第１１条　乙は、前月分の医療機器の使用状況について、「使用状況報告書」（別紙４）により、甲に速やかに報告するものとし、甲の確認を受けた後、第２条第１号に定める医療機器１台当たりの賃貸借料に前月分の使用台数を乗じて得た金額（以下「賃借料」という。）を甲に請求するものとする。

２　甲は、前項の規定による適法な請求書を受理したときは、その日から起算して３０日（以下「約定期間」という。）以内に賃借料を乙に支払うものとする。

３　甲は、その責めに帰すべき理由により約定期間内に賃借料を支払わないときは、その支払期限の翌日から支払いの日までの日数に応じ、当該未払い額に政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年１２月１２日法律第２５６号）で定める率の割合で計算して得た額の遅延利息を乙に支払うものとする。この場合において、甲が乙に対し口頭又は文書で賃借料を支払う旨の通知をした日の翌日以後の期間は、約定期間に算入しないものとする。

４  賃借料の支払場所は、広域紋別病院企業出納員勤務の場所とする。

（契約の解除）

第１２条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当したときは、この契約を解除することができる。

（１）その責めに帰すべき理由により、賃貸借期間内にこの契約を履行する見込みがないと明らかに認められるとき。

（２）保守点検等の処理が著しく不適当であると明らかに認められるとき。

（３）その責めに帰すべき理由により、この契約に違反したとき。

（４）第３項に規定する理由によらないで契約解除の申し出をしたとき。

（５）正当な理由なしに甲との協議事項に従わないとき。
（６）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第6号に規定する暴力団員（以下同じ。））又は暴力団関係事業者（暴力団員が実質的に経営を支配する事業者その他同条第２号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者をいう。）に該当したとき。
２　甲は、医療機器の賃借を必要としなくなった場合及び前項に定める場合のほか必要があるときは、この契約を解除することができる。

３　乙は、甲の責めに帰すべき理由により、この契約を履行することができないと認められるときは、この契約を解除することができる。

第１２条の２　甲は、この契約に関して、次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。この場合において、乙は、解除により生じた損害の賠償を請求することができない。

（１）乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第４９条第１項に規定する排除措置命令（以下「排除措置命令」という。)　を受け、かつ、当該排除措置命令が同条第７項又は独占禁止法第５２条第５項の規定により確定したとき。

（２）乙が独占禁止法第５０条第１項に規定する課徴金（以下「課徴金」という。）の納付命令(以下「納付命令」という。)を受け、かつ、当該納付命令が同条第５項又は独占禁止法第５２条第５項の規定により確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第５１条第２項の規定により取り消されたときを含む。）。

（３）乙が、独占禁止法第６６条に規定する審決（同条第３項の規定による原処分の全部を取り消す審決を除く。）を受け、かつ、当該審決の取消しの訴えを独占禁止法第７７条第１項に規定する期間内に提起しなかったとき。

（４）乙が独占禁止法第７７条第１項の規定により審決の取消しの訴えを提起した場合において、当該訴えを却下し、又は棄却する判決が確定したとき。

（５）排除措置命令又は納付命令（これらの命令が乙以外のもの又は乙が構成事業者である事業者団体に対して行われ、かつ、各名あて人に対する命令すべてが確定した場合（独占禁止法第４９条第７項、第５０条第５項若しくは第５２条第５項の規定により確定した場合（当該確定した納付命令が独占禁止法第５１条第２項の規定により取り消された場合を含む。）若しくは独占禁止法第６６条に規定する審決（同条第３項の規定による原処分の全部を取り消す審決を除く。）を受け、かつ、当該審決の取消しの訴えを独占禁止法第７７条第１項に規定する期間内に提起しなかった場合又は同項の規定により審決の取消しの訴えを提起した場合において当該訴えを却下し、若しくは棄却する判決が確定したときをいう。次号において「確定した場合」という。）における当該命令をいう。）において、乙に独占禁止法に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。

（６）排除措置命令又は納付命令（これらの命令が乙に対して行われたときは乙に対する命令で確定した場合における当該命令を、これらの命令が乙以外のもの又は乙が構成事業者である事業者団体に対して行われたときは各名あて人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。）により、乙に独占禁止法に違反する行為があったとされる期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示された場合において、この契約が、当該期間（これらの命令に係る事件について、公正取引委員会が乙に対し納付命令を行い、これが確定した場合は、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間（独占禁止法第７条の２第１項に規定する実行期間をいう。）を除く。）に入札又は広域紋別病院企業団病院事業会計規程（平成２３年１月１９日管理規程第２７号）第１１２条の規定による見積書の徴取が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当するものであるとき（当該違反する行為が、この契約に係るものでないことが明らかであるときを除く。）。

（７）乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。）について、独占禁止法第８９条第１項、第９０条若しくは第９５条（独占禁止法第８９条第１項又は第９０条に規定する違反行為をした場合に限る。）に規定する刑又は刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の３若しくは第１９８条に規定する刑が確定したとき。

（不正行為に伴う賠償金）

第１３条　乙は、この契約に関して、前条各号のいずれかに該当するときは、甲が契を解除するか否かを問わず、賠償金として毎月の賃貸借料の合計額の１０分の２に相当する額を甲の指定する期間内に支払わなければならない。ただし、同条第１号から第３号までに掲げる場合において、審決の対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項に基づく不公正な取引方法（昭和５７年公正取引委員会告示第１５号）第６項に規定する不当廉売であるときその他甲が特に認めるときは、この限りでない。

２  前項に規定する賠償金のほか、確定していない賃貸借料に係る賠償金については、当該賃貸借料が確定した都度、前項の規定中「毎月の賃貸借料の合計額」とあるのは「毎月の賃貸借料」と読み替えて、同項の規定を適用する。

３　甲は、実際に生じた損害の額が前項の賠償金の額を超えるときは、乙に対して、その超える額についても賠償金として請求することができる。

４　第１項及び第３項の規定は、契約を履行した後においても適用があるものとする。

５　甲は、乙に対する支払金の債務（契約保証金の返還債務を含む。）があるときは、第１項、第２項及び第３項の賠償金とそれぞれ相殺することができる。

（相　殺）

第１４条　甲は、乙に対して金銭債権があるときは、乙が甲に対して有する賃借料請求権その他の債権と相殺することができる。

（返　還）

第１５条　第１２条又は第１２条の２の規程により、この契約が解除された場合は、甲は、医療機器を速やかに乙に返還するものとする。

（管轄裁判所）

第１６条　この契約に関し訴訟等の生じたときは、甲の事務所の所在地を管轄する裁判所を第一審の裁判所とする。

（契約に定めのない事項）

第１７条　この契約に定めのない事項については、必要に応じ、甲乙協議して定めるものとする。

この契約を証するため、本書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自その１通を保有するものとする。

令和　年　月　日

甲　住　所　紋別市落石町１丁目３番３７号
広域紋別病院企業団
氏　名　企業長　緑　川　　泰　　     eq \o\ac(○,印)
乙　住　所　
氏　名  　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
